
様式第二十四(第三十七条の八関係) 

合 意 成 立 届 出 書 

年  月  日   

 

        殿 

  

建築施設の部分の譲受け予定者 
住所   

氏名   

  先取特権、質権又は抵当権(こ

れらの権利を目的とする権利を

含む。)を有していた者 

住所   

氏名   

 次表の建築施設の部分についての譲受け権に対する都市再開発法第118条の13第1項の 

権利の消滅に関する合意が、下記のとおり 
質 権 

抵当権 
を設定すべきことを条件として成 

立しましたので、届け出ます。 

施 設 建 築 物 の 一 部 

施設建築敷地の共有持分 
専 用 部 分 

共 用 部 分 の 共 有

持分 

棟 階 
番

号 

床
面
積 

用

途 

明

細 

廊

下 

階

段 

昇
降
機 

そ
の
他 

施設建築敷地の

区域 
共 有 持 分 

                        

記 

 1 目的となる建築施設の部分 

施 設 建 築 物 の 一 部 

施設建築敷地の共有持分 
専 用 部 分 

共 用 部 分 の 共 有

持分 

棟 階 
番

号 

床
面
積 

用

途 

明

細 

廊

下 

階

段 

昇
降
機 

そ
の
他 

施設建築敷地の

区域 
共 有 持 分 

                        

 



 

 2 順位 

 3 債権額 

 4 債権の弁済期 

 5 質権を設定すべき場合においては、その存続期間 

 6 利息に関する定め 

 7 その他の特約事項 

 備考 

  1 この届出書には、譲受け予定者及び先取特権、質権又は抵当権(これらの権利を目

的とする権利を含む。)を有していた者の本人確認書類を添付すること。 

  2 法第118条の13第1項の権利の消滅に関する合意が建築施設の部分に質権又は抵当

権を設定すべきことを条件としないで成立した場合においては、この様式中「下記の 

  とおり 
質 権 

抵当権 
を設定すべきことを条件として」を抹消し、下記については記載 

  しないこと。 

  3 法人の場合においては、「住所」欄にはその法人の主たる事務所の所在地を、「氏

名」欄にはその法人の名称を記載すること。 

  4 不要の部分は消すこと。 


